
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年２月13日

【四半期会計期間】 第50期第３四半期（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

【会社名】 芙蓉総合リース株式会社

【英訳名】 Fuyo General Lease Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　辻田　泰徳

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田三崎町三丁目３番23号

【電話番号】 ０３（５２７５）８８００

【事務連絡者氏名】 執行役員財務企画部長　　岸田　勇輔

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区神田三崎町三丁目３番23号

【電話番号】 ０３（５２７５）８８００

【事務連絡者氏名】 執行役員財務企画部長　　岸田　勇輔

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

芙蓉総合リース株式会社 大宮支店

（さいたま市大宮区宮町一丁目114番１号）

芙蓉総合リース株式会社 横浜支店

（横浜市神奈川区鶴屋町三丁目32番地13）

芙蓉総合リース株式会社 名古屋支店

（名古屋市中区錦二丁目２番２号）

芙蓉総合リース株式会社 大阪支店

（大阪市中央区高麗橋四丁目４番９号）

芙蓉総合リース株式会社 神戸支店

（神戸市中央区江戸町95番地）

 

 

（注）　第２四半期連結会計期間より、日付の表示を和暦から西暦に変更しております。

 

EDINET提出書類

芙蓉総合リース株式会社(E05438)

四半期報告書

 1/24



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第３四半期連結
累計期間

第50期
第３四半期連結

累計期間
第49期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （百万円） 431,315 456,595 590,318

経常利益 （百万円） 26,420 27,660 35,200

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 16,432 17,551 21,944

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 25,690 13,336 27,702

純資産額 （百万円） 280,560 287,240 282,574

総資産額 （百万円） 2,429,105 2,543,092 2,430,536

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 544.03 580.66 726.41

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 539.23 575.86 719.99

自己資本比率 （％） 10.2 10.0 10.2

 

回次
第49期

第３四半期連結
会計期間

第50期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 156.45 161.10

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社は、2018年５月16日開催の取締役会決議及び2018年６月22日開催の第49期定時株主総会決議により、

「株式給付信託（BBT）」を導入しております。第50期第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期（当

期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定するための普通株式の期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に、「株式給付信託（BBT）」が所有する当社株式を含めております。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、第49期第３四半期連結累計期間及び第49期の主要な経営指標等につい

て、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記載しております。なお、詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載しております。

５．第１四半期連結会計期間に表示方法の変更を行っており、第49期第３四半期連結累計期間及び第49期の主要

な連結経営指標等について、当該変更を反映した組替後の数値を記載しております。なお、詳細は、「第

４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）（表示方法の変更）」に記載しておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は以下のとおりであります。

 

（リース及び割賦）

当第３四半期連結会計期間において、新たに設立したことにより、ＨＦ7松山花園町特定目的会社は持分法適用

の範囲に含めております。

 

（その他）

㈱ＦＵＪＩＴＡの株式を追加取得したため、第１四半期連結会計期間より、連結の範囲に含めております。

また、当第３四半期連結会計期間において、㈱ジーアイ・ホールディングスの発行済株式60.00％を取得したた

め、同社及び同社の子会社である㈱インボイスを連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）（表示方法の変更）」に記載のとお

り、第１四半期連結会計期間より、表示方法の変更を行っております。

この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連

結財務諸表の組替えを行っております。

以下の財政状態及び経営成績の状況については、組替後の前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表及び前

連結会計年度の連結財務諸表の数値を用いて比較しております。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、堅調な企業収益や雇用・所得環境の改善などを背景に緩やか

な回復が続いておりますが、米中貿易摩擦の激化や欧州の不安定な政治情勢に加え、金融市場の変動による影響も

徐々に現れ始めており、先行き不透明な状況が続いております。

リース業界においては、2018年４月～12月累計のリース取扱高（公益社団法人リース事業協会統計）は、前年同

期比3.7％増加の３兆5,283億円となりました。

このような状況の下、当社グループは、2017年度～2021年度中期経営計画「Frontier Expansion 2021」に取り

組んでおります。中期経営計画の２年目となる2018年度も、コーポレートスローガンである『前例のない場所

へ。』の実践を通じた新しいビジネス領域やビジネスモデルへのたゆまぬ挑戦により事業ポートフォリオのフロン

ティアを拡大し、国内リース事業を取り巻く環境が大きく変化していく中でも力強く持続的に成長する企業グルー

プを目指してまいります。

当第３四半期連結累計期間の契約実行高は前年同期比28億９千１百万円増加して8,277億９千６百万円となり、

当第３四半期連結会計期間末の営業資産残高（割賦未実現利益控除後）は前連結会計年度末比417億２千３百万円

（1.9％）増加して２兆2,143億１千１百万円となりました。

損益面では、売上高は前年同期比5.9％増加の4,565億９千５百万円、営業利益は前年同期比1.7％増加の253億７

千７百万円、経常利益は前年同期比4.7％増加の276億６千万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比

6.8％増加の175億５千１百万円となりました。売上高、営業利益、経常利益、及び親会社株主に帰属する四半期純

利益ともに、前年同期を上回る実績となり、第３四半期の過去最高益を更新しております。

 

②　セグメントごとの経営成績

当第３四半期連結累計期間におけるセグメントごとの経営成績は次のとおりであります。各セグメントにおける

売上高については「外部顧客に対する売上高」の金額、セグメント利益については報告セグメントの金額を記載し

ております。

 

〔リース及び割賦〕

リース及び割賦の契約実行高は3,890億６百万円と前年同期比19.6％減少し、営業資産残高は前連結会計年

度末比0.9％増加して１兆6,034億２千３百万円となりました。リース及び割賦の売上高は前年同期比3.3％減

少して3,994億７千８百万円となり、セグメント利益は前年同期比1.6％増加して218億３千７百万円となりま

した。

 

〔ファイナンス〕

ファイナンスの契約実行高は4,263億１千８百万円と前年同期比26.2％増加し、営業資産残高は前連結会計

年度末比3.2％増加して5,813億１千６百万円となりました。ファイナンスの売上高は前年同期比6.6％増加し

て104億円となり、セグメント利益は前年同期比4.3％増加して68億４千７百万円となりました。
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〔その他〕

その他の契約実行高は124億７千１百万円と前年同期比276.2％増加し、営業資産残高は前連結会計年度末比

50.3％増加して295億７千２百万円となりました。その他の売上高は前年同期比441.9％増加して467億１千６

百万円となり、セグメント利益は前年同期比64.6％増加して54億２千５百万円となりました。
 
 

③　財政状態

当第３四半期連結会計期間末の営業資産残高は、前連結会計年度末比1.9％増加の２兆2,143億１千１百万円とな

り、総資産は前連結会計年度末比4.6％増加の２兆5,430億９千２百万円となりました。当第３四半期連結会計期間

末において、間接調達は、長期借入金が増加したことなどにより、前連結会計年度末比5.0％増加して１兆3,596億

１千６百万円となり、直接調達は、コマーシャル・ペーパー及び社債を発行したことなどにより、前連結会計年度

末比6.1％増加して7,101億２千５百万円となりました。この結果、当第３四半期連結会計期間末の調達残高は、前

連結会計年度末比5.3％増加して２兆697億４千２百万円となりました。直接調達比率は34.3％となり、前連結会計

年度末に比べ、0.2ポイント上昇いたしました。

株主資本合計は、利益剰余金の増加により前連結会計年度末比5.3％増加の2,193億７千５百万円となり、当第３

四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末比46億６千５百万円（1.7％）増加して2,872億４千万円

となりました。自己資本比率は、前連結会計年度末比0.2ポイント低下して10.0％となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）従業員数

当第３四半期連結会計期間において、㈱ジーアイ・ホールディングスの発行済株式60.00％を取得したため、同

社及び同社の子会社である㈱インボイスを連結の範囲に含めたことなどにより、従業員数が前連結会計年度末に比

べ262名増加しております。

なお、従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であります。

また、当社グループでは、セグメントごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業に従事し

ております。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）

（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,287,810 30,287,810
 東京証券取引所

 （市場第一部）

単元株式数

100株

計 30,287,810 30,287,810 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2018年10月１日～

2018年12月31日
－ 30,287,810 － 10,532 － 10,416

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     42,100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,238,700 302,387 同上

単元未満株式 普通株式      7,010 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 30,287,810 － －

総株主の議決権 － 302,387 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式104,600株（議

決権の数1,046個）」が含まれております。なお、当該議決権の数1,046個は、議決権不行使となっております。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

芙蓉総合リース

株式会社

東京都千代田区神田

三崎町三丁目３番23号
42,100 － 42,100 0.14

計 － 42,100 － 42,100 0.14

（注）「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式104,600株は、上記自己所有株式には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 54,822 80,934

割賦債権 116,697 101,741

リース債権及びリース投資資産 1,098,722 1,072,638

営業貸付金 296,405 293,176

その他の営業貸付債権 84,149 88,202

営業投資有価証券 177,881 194,174

その他の営業資産 7,626 8,220

賃貸料等未収入金 16,759 18,858

有価証券 15 －

その他 27,574 55,372

貸倒引当金 △2,806 △2,742

流動資産合計 1,877,848 1,910,575

固定資産   

有形固定資産   

賃貸資産   

賃貸資産 375,312 430,213

賃貸資産前渡金 3,504 13,364

賃貸資産合計 378,816 443,578

その他の営業資産 19,671 29,572

社用資産 1,885 1,881

有形固定資産合計 400,373 475,032

無形固定資産   

賃貸資産 373 299

その他の無形固定資産   

のれん 6,226 17,744

その他 4,201 4,237

その他の無形固定資産合計 10,427 21,981

無形固定資産合計 10,801 22,280

投資その他の資産   

投資有価証券 90,454 83,852

破産更生債権等 1,022 742

退職給付に係る資産 53 13

繰延税金資産 3,149 3,928

その他 46,451 45,944

貸倒引当金 △445 △354

投資その他の資産合計 140,686 134,126

固定資産合計 551,861 631,440

繰延資産   

創立費 0 0

開業費 825 1,075

繰延資産合計 826 1,075

資産合計 2,430,536 2,543,092
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 26,464 37,328

短期借入金 467,340 477,453

1年内償還予定の社債 20,000 30,000

1年内返済予定の長期借入金 221,381 238,252

コマーシャル・ペーパー 473,700 491,200

債権流動化に伴う支払債務 18,900 18,900

1年内支払予定の債権流動化に伴う長期支払債務 30,338 27,619

リース債務 34,873 27,092

未払法人税等 5,880 1,946

割賦未実現利益 1,625 1,469

賞与引当金 1,707 1,055

役員賞与引当金 139 141

未経過リース料引当金 2 2

債務保証損失引当金 72 68

その他 28,620 32,557

流動負債合計 1,331,046 1,385,087

固定負債   

社債 90,000 105,000

長期借入金 606,666 643,911

債権流動化に伴う長期支払債務 36,626 37,406

リース債務 462 642

繰延税金負債 16,618 14,442

退職給付に係る負債 1,533 1,686

役員退職慰労引当金 169 119

役員株式給付引当金 － 92

メンテナンス引当金 381 515

債務保証損失引当金 992 953

資産除去債務 1,027 1,732

その他 62,436 64,262

固定負債合計 816,915 870,764

負債合計 2,147,962 2,255,851

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,532 10,532

資本剰余金 10,416 9,193

利益剰余金 187,673 200,490

自己株式 △224 △841

株主資本合計 208,397 219,375

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 39,265 33,338

繰延ヘッジ損益 △92 △363

為替換算調整勘定 1,551 1,847

退職給付に係る調整累計額 △10 0

その他の包括利益累計額合計 40,714 34,822

新株予約権 924 858

非支配株主持分 32,537 32,184

純資産合計 282,574 287,240

負債純資産合計 2,430,536 2,543,092
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 431,315 456,595

売上原価 385,554 408,543

売上総利益 45,761 48,052

販売費及び一般管理費 20,820 22,675

営業利益 24,941 25,377

営業外収益   

受取利息 33 80

受取配当金 868 1,089

為替差益 － 2

投資事業組合運用益 14 345

匿名組合投資利益 242 336

持分法による投資利益 560 840

償却債権取立益 97 57

貸倒引当金戻入額 69 －

債務保証損失引当金戻入額 － 43

その他 152 178

営業外収益合計 2,039 2,974

営業外費用   

支払利息 268 381

社債発行費 7 15

為替差損 59 －

投資事業組合運用損 32 15

匿名組合投資損失 0 3

その他 192 274

営業外費用合計 559 690

経常利益 26,420 27,660

特別利益   

投資有価証券売却益 0 476

補助金収入 － 1,861

新株予約権戻入益 － 8

その他 － 2

特別利益合計 0 2,348

特別損失   

固定資産処分損 8 8

減損損失 － 22

関係会社清算損 1 0

固定資産圧縮損 － 1,861

特別損失合計 10 1,893

税金等調整前四半期純利益 26,410 28,115

法人税等 8,238 8,891

四半期純利益 18,172 19,224

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,739 1,672

親会社株主に帰属する四半期純利益 16,432 17,551
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 18,172 19,224

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 8,217 △5,929

繰延ヘッジ損益 7 △269

為替換算調整勘定 △741 353

退職給付に係る調整額 46 22

持分法適用会社に対する持分相当額 △11 △65

その他の包括利益合計 7,518 △5,887

四半期包括利益 25,690 13,336

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 23,936 11,659

非支配株主に係る四半期包括利益 1,754 1,677
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

㈱ＦＵＪＩＴＡの株式を追加取得したため、第１四半期連結会計期間より、連結の範囲に含めております。

また、当第３四半期連結会計期間において、㈱ジーアイ・ホールディングスの発行済株式60.00％を取得したた

め、同社及び同社の子会社である㈱インボイスを連結の範囲に含めております。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、新たに設立したことにより、ＨＦ7松山花園町特定目的会社は持分法適用

の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

一部の連結子会社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。
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（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。この変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（表示方法の変更）

（四半期連結貸借対照表）

前連結会計年度まで「投資その他の資産」の「投資有価証券」に含めて表示しておりました不動産投資信託は、

投資額が拡大するなか管理方針の変更に伴い、事業の実態をより適切に反映させるため、第１四半期連結会計期間

より「流動資産」の「営業投資有価証券」として表示する方法に変更いたしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「投資有価証券」に表示してお

りました3,859百万円は、「流動資産」の「営業投資有価証券」として組み替えております。

 

エネルギー・環境分野における太陽光発電事業用資産は、前連結会計年度まで「有形固定資産」の「社用資産」

に含めて表示しておりましたが、重要性が増加し、事業の実態をより適切に反映させるため、第１四半期連結会計

期間より「有形固定資産」の「その他の営業資産」として区分掲記することといたしました。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「有形固定資産」の「社用資産」に表示しておりました

19,671百万円は、「有形固定資産」の「その他の営業資産」として組み替えております。

 

（四半期連結損益計算書）

前連結会計年度まで「営業外収益」の「受取配当金」に含めて表示しておりました不動産投資信託の収益は、管

理方針の変更に伴い、第１四半期連結会計期間より「売上高」として表示する方法に変更いたしました。この表示

方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取配当金」に表

示しておりました116百万円は、「売上高」として組み替えております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

(1）取引先等の借入金等に対する保証

 
前連結会計年度

 （2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

Marubeni Fuyo Auto Investment (CANADA) Inc.（注）２ 2,059百万円 2,036百万円

住友不動産㈱（注）１ － 1,272

イオンモール㈱ 1,245 1,201

Fuyo General Lease (Asia) Pte. Ltd.（注）１ － 968

ジャパン・セキュリタイゼーション・コーポレーション（注）１ 818 907

イオンリテール㈱ 769 676

日本アイ・ビー・エム・クレジット合同会社（注）１ 1,010 507

㈱マネーパートナーズ 499 499

㈱三井住友銀行（注）１ 365 372

㈱ザイマックスアルファ（注）１ 229 209

従業員（住宅購入資金） 40 23

その他

（前連結会計年度1,058件、当第３四半期連結会計期間816件）
21,508 22,875

計 28,547 31,551

（注）１．住友不動産㈱他による金銭の貸付等について当社が保証したものであります。

２．Marubeni Auto Investment (CANADA) Inc.から商号変更しております。

 

(2）国内連結子会社１社は営業保証業務を行っており、一般顧客他への借入債務に対する信用保証残高は前連結会計

年度64,573百万円、当第３四半期連結会計期間57,977百万円であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額は、次のとお

りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

賃貸資産減価償却費 23,577百万円 22,436百万円

その他の営業資産減価償却費 868 1,165

社用資産減価償却費 899 1,167

のれん償却額 1,178 550
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月23日

定時株主総会
普通株式 2,113 70 2017年３月31日 2017年６月26日 利益剰余金

2017年11月７日

取締役会
普通株式 2,054 68 2017年９月30日 2017年12月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月22日

定時株主総会
普通株式 2,357 78 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金

2018年11月６日

取締役会
普通株式 2,358 78 2018年９月30日 2018年12月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるアクリーティブ㈱の株式を追加取得したこ

とにより、資本剰余金が1,223百万円減少しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 リース及び割賦 ファイナンス その他 合計

売上高     

外部顧客に対する売上高 412,939 9,754 8,621 431,315

セグメント間の内部売上高

又は振替高
634 1,590 651 2,877

計 413,574 11,345 9,273 434,193

セグメント利益 21,501 6,562 3,295 31,359

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

 利益 金額

報告セグメント計 31,359

セグメント間取引消去 △328

全社費用（注） △6,090

四半期連結損益計算書の営業利益 24,941

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

重要な変動はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

重要な負ののれん発生益はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 リース及び割賦 ファイナンス その他 合計

売上高     

外部顧客に対する売上高 399,478 10,400 46,716 456,595

セグメント間の内部売上高

又は振替高
715 2,136 799 3,651

計 400,193 12,537 47,516 460,247

セグメント利益 21,837 6,847 5,425 34,110

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

 利益 金額

報告セグメント計 34,110

セグメント間取引消去 △1,517

全社費用（注） △7,215

四半期連結損益計算書の営業利益 25,377

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの資産に関する情報

当第３四半期連結会計期間において、㈱ジーアイ・ホールディングスの発行済株式を取得し、同社及び同社の

子会社である㈱インボイスを連結の範囲に含めたことにより、前連結会計年度末日に比べ、「その他」のセグメ

ント資産が59,954百万円増加しております。

なお、当該セグメント資産は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、

暫定的に算定された金額であります。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

当第３四半期連結会計期間において、㈱ジーアイ・ホールディングスの発行済株式を取得し、同社及び同

社の子会社である㈱インボイスを連結の範囲に含めたことにより、「その他」のセグメントにおいて、のれ

んが11,970百万円発生しております。

なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫

定的に算定された金額であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

重要な負ののれん発生益はありません。
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５．報告セグメントの変更等に関する情報

（表示方法の変更）

第１四半期連結会計期間より、表示方法の変更を行っており、前第３四半期連結累計期間のセグメント情

報は、当該変更を反映した組替後の数値を記載しております。なお、詳細は、「第４　経理の状況　１　四

半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）（表示方法の変更）」に記載しております。

 

（金融商品関係）

現金及び預金は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期連結貸借対照表計上額

に前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当第３四半期連結貸借対照表計上額と時価との

差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しており

ます。

 

（有価証券関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

①　被取得企業の名称　　株式会社ジーアイ・ホールディングス

事業の内容　　　　　株式会社その他の法人の株式、出資その他の持分及び社債の取得、保有及び処分、信

託受益権の売買、金銭債権買い取り業務、不動産投資、有価証券の投資及び運用

②　被取得企業の名称　　株式会社インボイス（株式会社ジーアイ・ホールディングスの子会社）

事業の内容　　　　　法人向け一括請求サービス、集合住宅向けインターネットサービス、その他（新電力

販売等）

(2) 企業結合を行った主な理由

株式会社インボイス（以下「インボイス」という。）の連結子会社化は当社の中期経営計画におけるフロン

ティア拡大に合致しており、当社とインボイスとの間にも高い事業シナジーが見込まれます。当社は従前より

リースビジネスを通じ、資金調達やコストコントロール等の金融・財務的なソリューションの提供だけではな

く、物件に関する保有費用（税金や保険料等）の代理支払、物件の管理、保守・メンテナンス等の業務のアウ

トソーシングに関するソリューションを提供して参りました。この度のインボイスのグループ会社化により、

当社グループにインボイスの持っている利便性の高いサービスを加えて、顧客基盤やサービスのシナジー効果

を追及し、既存顧客に付加価値の高いBPOサービスを提供することで、当社グループの顧客企業の生産性向上

や高付加価値業務へのシフトを後押ししていきます。

(3) 企業結合日

2018年10月31日

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

①　株式会社ジーアイ・ホールディングス

企業結合日直前に所有していた議決権比率　　　 －％

企業結合日に取得した議決権比率　　　　　　60.00％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　60.00％

②　株式会社インボイス

企業結合日直前に所有していた議決権比率　　　 －％

企業結合日に取得した議決権比率　　　　　　60.00％（うち間接所有60.00％）

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　60.00％（うち間接所有60.00％）

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式会社ジーアイ・ホールディングスの発行済株式の60.00％を取得したためであ

ります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2018年10月１日から2018年12月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 9,235百万円

取得原価  9,235百万円

取得価額に一定の調整が行われる可能性があります。
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４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

11,970百万円

なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定

的に算定された金額であります。

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

(3) 償却方法及び償却期間

効果の発現する期間にわたって均等償却いたします。なお、償却期間については取得原価の配分の結果を踏

まえて決定する予定であります。

 

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

企業の名称　　アクリーティブ株式会社

事業の内容　　アセットビジネス事業、ソリューション事業、その他事業

(2) 企業結合日

2018年11月13日

(3) 企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

(4) 結合後企業の名称

変更はありません。

(5) その他取引の概要に関する事項

当社における戦略分野の一つである「新領域」（≒資産効率の良いノンアセットビジネス）におけるBPO

（業務受託サービス）の強化に注力する上で、アクリーティブ株式会社の持株比率を高めることが、両社の経

営資源のより迅速かつ円滑な相互活用を可能とし、また、必要な施策をスピーディ－に実施することにもつな

がり、当社グループの更なる成長と発展に資するとの考えに至ったため、非支配株主が保有する株式を

18.20％追加取得いたしました。この株式の追加取得により、アクリーティブ株式会社に対する議決権比率は

51.00％から69.20％になりました。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、

共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

 

３．子会社株式の追加取得に関する事項

被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 3,237百万円

取得原価  3,237百万円

 

４．非支配株主との取引に係る当初の持分変動に関する事項

(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

(2) 非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

1,223百万円
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 544円03銭 580円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 16,432 17,551

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
16,432 17,551

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,205 30,227

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 539円23銭 575円86銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
△0 －

（うち連結子会社の潜在株式による調整額）

（百万円）
(△0) (－)

普通株式増加数（千株） 268 251

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

────── ──────

（注）普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、「株式給付信託（BBT）」が所有する当社株式を

含めております。なお、「株式給付信託（BBT）」が所有する当社株式の期中平均株式数は、前第３四半期連結累

計期間－株、当第３四半期連結累計期間89,194株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　2018年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当による配当金の総額 2,358百万円

(2) １株当たりの金額 78円00銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 2018年12月４日

(注) 2018年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０１９年２月１２日

芙蓉総合リース株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田中　宏和　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 久保　暢子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている芙蓉総合リー

ス株式会社の２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（２０１８年

１０月１日から２０１８年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（２０１８年４月１日から２０１８年１２月

３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、芙蓉総合リース株式会社及び連結子会社の２０１８年１２月３１日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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